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要旨：積雪寒冷地でのコンクリート構造物の断面修復では，断面修復材が母材コンクリートとの界面から早

期に剥離する再劣化事例が散見される。再劣化の一因は脆弱部の残存と考えられるが，その改善策は確立さ

れていない。本研究では，断面修復前の母材コンクリートに残存する脆弱部を表面改質材あるいは表面強化

材を用いて改善して再劣化を防止することを目的に，改善前後のスケーリング量，超音波伝播速度，透水係

数，内部観察を計測して改善部の耐凍害性の検討を行った。その結果，脆弱部の改善によって内部のひび割

れが抑制され，凍結融解後も再劣化の発生を抑制できることを確認した。 
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1. はじめに 

 厳しい環境下に置かれたコンクリート構造物には設計

時の想定を超えて劣化が進行する事例が散見され，この

ような場合には適切な補修，補強等の対策を施す必要が

ある。補修対策の一つである断面修復工法は，母材コン

クリートの劣化箇所を劣化因子ごと除去し，断面修復材

を用いて原形断面に復元する工法で，コンクリートに大

きな損傷が見られる場合等に有効な補修方法である。し

かし，積雪寒冷地での断面修復では，施工後に断面修復

材の剥離や浮き等が生じる事例が散見される 1)2)。このよ

うな損傷は，はつり不足による劣化部の残存や，はつり

作業によって生じた微細ひび割れ等の脆弱部が弱点とな

って凍害劣化が内側から進行し，母材コンクリートと断

面修復材との一体化を阻害したことに起因すると考えら

れる 3)。しかし，劣化の範囲や深さは一様ではなく，こ

れらを厳密に特定する技術は未だ確立されていないこと

から，実際のはつり作業において，はつり表面の脆弱部

を排除しきれない場合があると考えられる。 

この問題に対して著者らは，はつり後の母材コンクリ

ートに生じた脆弱部を改善する手法 4)の有効性を実験的

に検討し，脆弱部改善によるコンクリート界面の一体性

評価を行ってきた 5）。本研究は，凍害劣化により生じた

脆弱部を模擬した供試体に表面改質材および表面強化材

（以下，改質材および強化材）を塗布し，改善された部

分の凍結融解試験前後における耐久性について検討し，

考察するものである。 

 

2. 実験概要 

2.1 供試体の作製 

 凍害劣化により生じた脆弱部を模擬した供試体は次の

ように作製した。JIS R 5210 に規定される普通ポルトラ

ンドセメント，小樽市見晴産の粗骨材（密度 2.68g/cm3）

と苫小牧産の細骨材（密度 2.69g/cm3）を用いて，表－1

に示す配合のコンクリートにより，100mm×100mm×

400mmの角柱供試体を作製した。なお，凍害劣化が生じ

やすいように AE 剤を使用しない配合とした。これを材

齢28日まで水中養生し，半分に切断して100mm×100mm

×200mmの角柱供試体に加工した。改質材あるいは強化

材を塗布する 1 面（以下，試験面）において，図－1 に

示すように，深さ 20mmの部分を凍害劣化させるように

した。試験面は型枠底面として試験面から凍害劣化を進

行させるため，他の 5面にはエポキシ樹脂系の接着剤に

よる保護コーティングを施した。ただし，側面は試験面

から深さ 20mmを残してコーティングした。この供試体

に対し，RILEM 提案の CDF 試験 6)に準拠して凍結融解

試験（以下，CDF試験）を実施した。試験水には濃度 3%

の NaCl水溶液（以下，塩水）を用いた。供試体の試験面
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表－1 コンクリートの配合 

 

 

表－2 改質材および強化材の性質と塗布量 

 

W/C(%) s/a(%)
単位量(kg/m3) 空気量(%)

※AE剤なしW C S G

55 45 165 300 875 1062 設計値：2

名前 改質材A 改質材B 強化材C 強化材D

主成分
けい酸
リチウム

けい酸
ナトリウム

エポキシ樹脂

硬化システム 固化型 反応型 湿気硬化型 反応固化型

粘度
(mPa/s)

10以下 -
150±100

(23℃)

300±200

(20℃)

曲げ強さ
(N/mm2)

- - 2.6 70以上

実際の塗布量
(g/m2)

400 400 300 300
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から深さ 5mm を水中に浸漬し，1 週間吸水させた後，

CDF試験を 14サイクル（1日 2サイクル）実施して試験

面を凍害劣化させた劣化供試体を作製した。 

2.2 表面改質材と表面強化材の種類と性質 

本研究では，2 種類の改質材と 2 種類の強化材を使用

した。改質材は材料自体の乾燥により固化が進行してコ

ンクリート内部を緻密化する固化型けい酸塩系含浸材，

およびコンクリート中の水酸化カルシウムとの化学反応

により固化する反応型けい酸塩系含浸材の 2種類とした。

強化材は有機系の含浸系塗布材とした。表－2 にこれら

の種類と主な諸元を示す。改質材 Aは，主成分がけい酸

リチウムの固化型けい酸塩系含浸材，改質材 Bは，主成

分がけい酸ナトリウムの反応型けい酸塩系含浸材である。

強化材 Cは，主成分をエポキシ樹脂とする一液型の湿気

硬化型含浸系塗布材であり，強化材 Dは強化材 Cと同様

にエポキシ樹脂を主成分とした主剤と硬化剤の二液混合

による反応硬化型含浸系塗布材である。両者の性能の相

違点は，強化材 D の方が強化材 C よりも粘度が若干高

く，硬化後の曲げ強さが非常に大きいことである。 

2.3 改質材および強化材の塗布方法 

 改質材および強化材の塗布は，図－2 に示すように，

試験面を横向きにして側面にした状態で刷毛を用いて行

った。なお，供試体への塗布は，CDF試験で劣化させた

試験面を超音波洗浄し，20℃の恒温室で 7日間自然乾燥

させた後に行った。側面に塗布した理由は，断面修復材

の再劣化により剥離・落下する被害が想定される補修面

が実構造物の側面および下面や天井面に多い状況を模擬

するためである。実際の塗布量は，改質材および強化材

それぞれの標準塗布量に準じた量とした。改質材および

強化材を塗布後，塗布面を側面としたままで供試体をビ

ニールで覆い，20℃の恒温室で 14日間養生した。 

2.4 再 CDF試験および試験ケース 

 塗布養生後の供試体に再度凍結融解作用を与えて再劣

化を生じさせる目的で，図－1に示す塗布前の CDF試験

と同様に母材コンクリートの試験面から 5mm までを塩

水に浸漬させ，7日間静置した後，再び CDF試験を 14サ

イクル（1日 2サイクル）実施した（以下，再 CDF試験）。 

試験ケースは，無塗布（N）の供試体 N-00，N-01，N-

02，改質材 Aを塗布した供試体 A-01，A-02，改質材 Bを

塗布した供試体 B-01，B-02，強化材 Cを塗布した供試体

C-01，C-02，強化材 D を塗布した供試体 D-01，D-02 と

した。ここで，劣化させなかったものを 00，劣化後に改

質材あるいは強化材を塗布したもの（N については塗布

を行っていない）を 01，再 CDF試験後のものを 02と表

記した。なお，各実験ケースの供試体の数はそれぞれ１

体ずつとした。 

2.5 評価試験の方法 

(1) スケーリング量の測定 

 スケーリング抵抗性を評価するため，スケーリング量

の測定を行った。測定方法は，試験面より剥落したスケ

ーリング片を採取してイオン交換水で洗浄後，100±5℃

の乾燥機で 24 時間乾燥させてスケーリング片の乾燥質

量を測定した。その乾燥質量を試験面積で除し，単位面

積あたりのスケーリング量（g/cm2）に換算した。測定は

CDF試験後および再 CDF試験後のそれぞれで実施した。 

(2) 超音波伝播速度の計測 

 母材コンクリートの劣化状況を評価する方法として，

既往の研究 7)8)を参考に，図－3に示すような超音波透過

法を用いて超音波伝播速度の計測を行った。測点は母材

コンクリートの試験面から深さ方向に 5～45mm の範囲

で，10mm 毎の 5 測点とした。なお，25mm 以深の測定

 

図－1 CDF試験および再 CDF試験 
 

 

図－2 改質材および強化材の塗布の様子 

 

 

図－3 超音波伝播速度の測定方法 

 

 

図－4 透水試験の方法 
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は，保護コーティングを介して行った。計測は，CDF試

験後，改質材あるいは強化材の塗布後，再 CDF試験後に

行い，分子に改質材あるいは強化材の塗布後の値を，分

母に CDF 試験後の値をとったものを改善比，分子に再

CDF 試験後の値を，分母に CDF 試験後の値をとったも

のを再劣化比として算出した。なお，CDF試験後および

再 CDF 試験後の計測は，CDF 試験終了後に 20℃の恒温

室で 12 時間自然乾燥した後に行い，改質材あるいは強

化材の塗布後の計測は前述した養生日数経過後に行った。 

(3) 透水係数の測定 

凍結融解前後における改善部の緻密性を評価するた

め，図－4に示すように JIS A 6909 透水試験 B法に準じ

て初期と 24 時間後の水頭高さとの差から透水係数を算

出した。なお，透水係数の測定に当たっては，断面が

80mm×100mm，厚さが 10mm となるよう，試験面より

深さ 0～10mm，15～25mm，30～40mm のそれぞれの深

さにおける透水係数を測定した。深さが連続していない

のは加工の際に使用するコンクリートカッターの刃厚に

より 5mm程度の欠損が生じたためである。 

(4) 脆弱部の改善状況の内部観察確認 

凍害劣化により生じた脆弱部のひび割れを対象に，改

質材あるいは強化材の浸透・改善状況を確認するため，

走査型電子顕微鏡（以下，SEM）を用いて試験面から 5，

15，25，35mm の深さにおける供試体内部の観察を行っ

た。なお，試験片は供試体試験面の中央付近で採取し，

観察に際して試料室内は完全に真空状態にせず，低真空

状態にして行った。 

 

3. 試験結果 

3.1 脆弱部の改善によるスケーリング量の変化 

 図－5に各供試体のCDF試験後に生じたスケーリング

量および再 CDF 試験後の新たに生じたスケーリング量

を示す。無塗布の供試体 N-02においては，再 CDF試験

後におけるスケーリング量が CDF 試験後と比較して約

2.05倍となった。 

改質材を塗布した供試体において，改質材 Aを塗布し

た供試体 A-02では再 CDF試験後におけるスケーリング

量が CDF 試験後の約 1.07 倍，改質材 B を塗布した供試

体 B-02 では 0.43 倍の結果となった。けい酸塩系改質材

に関する既往の研究では，塗布供試体が無塗布供試体よ

りも凍結融解作用によるスケーリングが促進するとの報

告がある 9)10)．今回，A-02ではその傾向が見られたが，

B-02ではスケーリング量が減少したことから，改質材 B

により脆弱部が改善されたことでスケーリングの抑制に

寄与した可能性が考えられる。 

一方，強化材を塗布した供試体 C-02および D-02にお

けるスケーリング量は，CDF 試験後と再 CDF 試験後と

比較して強化材 C は約 0.18 倍，強化材 D では約 0.14 倍

となった。このことから，強化材の塗布によってスケー

リングは大幅に抑制することができたと言える。 

3.2 超音波伝播速度による改善深さの評価 

 図－6に各供試体の CDF試験前後，改善後，および再

CDF 後の超音波伝播速度（以下，速度）の変化を示す。

CDF 試験前の健全なコンクリートにおける速度は約

4km/s であり，CDF 試験後は劣化により試験面付近では

3km/s 前後に低下している。A-02 を除いて深さ方向に

徐々に速度が上昇しているのは，試験面から劣化が進行

していることを表している。したがって，試験面から深

さ 35～45mm程度まで劣化が進行したと推測される。な

お，A-02では試験面から深さ 45mm付近においても速度

が 3km/程度であることから，他の供試体よりも CDF 試

験後の劣化深さが大きかったと考えられる。塗布後はそ

れぞれの供試体で CDF 試験後よりも速度が上昇してい

るため，塗布によって劣化した脆弱部を改善できている

と考えられるが，劣化前の健全なコンクリートの速度ま

では上昇していない。また，すべての供試体で再 CDF試

験後は CDF試験後よりも速度が低下した。 

図－7に改善比と再劣化比を示す。改善比は CDF試験

後と塗布後の速度比であるため，改善比が 1.00よりも大

きいほど塗布材が浸透して改善されたと考える。B-02で

は試験面から 35mm 付近まで，C-02 では試験面から

25mm まで，D-02 では試験面から 15mm までにおいて，

改善比が 1.00以上となっていることから，改質材あるい

は強化材の塗布により，劣化した脆弱層を改善できてい

ると言える。A-02は試験面付近の改善比が低く，深さ 25

～45mm の改善比が大きくなっている。これは，試験面

付近では塗布後に改質材が下に流れて浸透量が結果的に

少なくなったが，塗布時に深い位置まで浸透した改質材

は内部に留まったことが原因であると推測する。 

次に再劣化比は，CDF 試験後と再 CDF 試験後の速度

比であり，再劣化比が 1.00を下回ると再劣化が生じてい

ることを表す。無塗布の N-02 では試験面から深さ方向

に一様に再劣化比が 0.80 程度まで低下していることか

ら，測定した深さ 45mm程度までは再劣化が進行したと

 

図－5 スケーリング量の変化 
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言える。塗布供試体の再劣化比は無塗布供試体の 0.80よ

りも上回っている。なお，A-02では改善比が 1.00以上と

なった試験面から深さ 25～45mm では N-02 の再劣化比

を上回っているが，試験面から 15mmまでの深さでは N-

02 の再劣化比を下回っている。これは前述したように，

試験面付近の改質材が下に流れて浸透量が減少し，脆弱

部の改善が不十分となったためと考えられる。なお，す

べての塗布供試体の再劣化比は，試験面から深さ方向に

改善比とほぼ同じ傾向を示していることから，脆弱部の

改善が母材コンクリートの耐凍害性を向上させたと言え

る。 

 以上の結果より，改質材および強化材を浸透させるこ

とで脆弱部を改善し，母材コンクリートの耐凍害性を向

上できることを確認した。しかし，今回の試験条件にお

いては，脆弱部を健全なコンクリートの状態まで改善で

きていないため，再 CDF試験後に再劣化の程度が大きく

なったと思われる。 

3.3 透水係数の変化 

 図－8 に各供試体のそれぞれの深さにおける透水係数

を示す。透水係数が小さいほど空隙が少なく緻密化され

ていることを表す。無塗布の供試体において，N の透水

係数の平均は 6.00×10-5cm/s であった。N-01においては

透水係数が深さ方向に減少しており，劣化が試験面から

内部にかけて進行していることがわかる。N-02において

は N-01よりも透水係数が大きく増加していることから，

さらに空隙等が多くなり劣化の程度が大きくなったと推

測できる。 

 A-01 では，N-01 と同様に試験面に近いほど透水係数

が増加する傾向が見られた。A-02 では深さ 15～25mmの

透水係数が N-02 と比較して減少しているが，既往の研

究では，改質材を塗布した場合に剥離量が増加するメカ

ニズムの理由が改善された層と改善されていない層の境

界での凍結水量の変化が大きいとの指摘 11)があることか

ら，改質材 Aでは表層の改善比が低い層と内部の改善比

の高い層との境界で再劣化が大きく進行したと考えられ

る。 

 B-01 では，劣化していない N-00 と試験面から深さ

40mm まで同程度の透水係数であることから，脆弱部の

改善が試験面付近だけでなく内部にも及んでいることが

伺える。これは超音波測定での改善比の結果とも一致す

る。ここで再 CDF 試験後の B-02 では，試験面付近の透

水係数が大きく増加するが，深さ 15～25mmでは透水係

数が減少している。これは反応型である改質材 Bが，再

CDF 試験によって新たなひび割れが生じた際に未反応

分が内部に浸透し脆弱部を改善したことによるものと考

えられる。ただし，今回の試験条件では改質材 Aと同様

に脆弱部の改善が不十分であり，再劣化が大きく生じる

 

図－8 透水係数の測定結果 
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図－6 超音波伝播速度の測定結果 

 

図－7 改善比と再劣化比と劣化比 
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結果となった。なお，今回の結果において，改質材 Aの

方が改質材 Bよりも若干劣る結果となったが，改質材 A

が試験面付近で下に流れてしまった影響と，改質材 Bの

再反応による改善効果があることを考慮すると，反応型

の改質材 B は固化型の改質材 A よりも耐凍害性が向上

する可能性があると考えられる。 

 C-01 では深さ 0～10mm の透水係数が N-00 の透水係

数を下回っている。C-02 では N-02 と比較して，深さ 0

～10mm および 15～25mm での透水係数が大きく減少し

ている。これらの深さは超音波伝播速度の測定結果で改

善が確認された深さであり，強化材 Cによって脆弱部が

大きく改善されたことで再 CDF 試験後においても内部

の緻密性を確保できたと考えられる。ゆえに，強化材 C

により脆弱部を改善することにより，耐凍害性は大きく

向上すると言える。 

 D-01 においては，深さ 0～10mm の透水係数が本実験

における最小の値であり，遮水効果が一番大きい結果と

なった。D-02 でも深さ 0～10mm における透水係数が N

の透水係数を下回っているため，再 CDF試験後でも改善

効果は残っている。しかし，深さ 15～25mmの透水係数

が大きく増加しており，強化材 C の再 CDF 試験後の傾

向とは異なっている。これは深さ 0～15mm 程度までは

脆弱部を強固に改善できているが，深さ 15mm以深には

硬化速度が速いためにさほど浸透しなかったと考えられ，

改善が不十分となってしまった残存脆弱部から劣化が進

行したと推測される。しかし，強化材 Dは脆弱部を強固

に改善することができるため下地強化としての効果は大

きく，脆弱部への浸透が確実にできれば耐凍害性を大き

く向上することが期待できると考える。 

3.4 凍結融解試験前後の SEMによる内部観察 

 表－3 に各地点における生成物の有無を観察した結果

を示す。また，生成物が多く充填していると思われる浸

透深さにおける写真を図－9 に示す。改質材 A，改質材

B および強化材 C を塗布した供試体は試験面から深さ

25mm付近，強化材 Dを塗布した供試体は試験面から深

さ 15mm付近である。なお，無塗布の供試体は，超音波

測定および透水試験の結果から，試験面から内部にかけ

て劣化が進む傾向が見られたことから N-01，N-02 とも

に試験面から深さ 15mm付近である。無塗布の供試体に

おいて，N-01ではひび割れの 2 点間距離は約 21m，N-

02 では N-01 と同様の深さにおいて約 39m であり，再

劣化後には大きなひび割れが存在している。 

A-01 では約 33mのひび割れが約 22mまで減少，A-

02 では A-01 と同様の深さにおいて約 60m のひび割れ

が約 30m まで減少していることを確認した。また，B-

01では約 33mのひび割れが約 28mまで減少し，B-02

では B-01 と同様の深さにおいて約 40m のひび割れが

約 10m まで減少している。これらは改質材の塗布によ

り脆弱部が改善されたためと思われる。しかし，今回の

SEMによる内部観察結果において，深さ 25mm付近のひ

び割れは十分に閉塞されていないことが確認された。こ

の理由として，塗布量が足りない，もしくは側面塗布に

より塗布材が流下して十分に浸透されなかったと考えら

れる。このような浸透状態を SEM による詳細な内部観

察によって確認することができたことから，改質材の側

面塗布による脆弱部の改善深さは概ね 25mm程度である

と言える。なお，改質材 Bでは，再劣化後のひび割れ幅

が大きく減少しているため，改質材 Bの性質である未反

 

図－9 SEMによる内部観察写真 

表－3 SEMによる生成物の有無 

 

深さ
5mm 15mm 25mm 35mm

供試体名
N-01

× × × ×
N-02

A-01
○ ○ ○ ×

A-02

B-01
○ ○ ○ ×

B-02

C-01
○ ○ ○ ×

C-02

D-01
○ ○ × ×

D-02

※○：生成物有，×生成物無
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応分が進行したひび割れに反応したと推測される。この

ことから，改質材 Bは改質材 Aよりも凍害劣化の進行を

抑制できると考えられる。 

 一方，C-01 および C-02 では，試験面から深さ 15mm

付近において改善後の凍結融解試験前後においてひび割

れがほぼ完全に閉塞して脆弱部を緻密化していること，

深さ 25mm付近においてはひび割れに強化材が浸透して

いるが完全に閉塞するには至っていないことが確認でき

た。これは超音波伝播速度における改善深さの結果とほ

ぼ一致しており，強化材 Cは試験面付近のひび割れをほ

ぼ閉塞することで凍害劣化の進行を大きく抑制できると

考えられる。また，D-01 および D-02 において試験面か

ら深さ 15mm付近まで生成物がひび割れを閉塞している

ことが確認できた。これは強化材 Cと同様に超音波伝播

速度の結果から改善が見られた深さと同様である。この

ことから，強化材 Dについても試験面付近のひび割れを

ほぼ閉塞することで凍害劣化の進行を抑制したと言える。 

 

4. まとめ 

 断面修復における母材コンクリートの下地面の改善対

策において，改善部の凍結融解作用前後におけるスケー

リング量，超音波伝播速度，透水係数，および SEMによ

る内部観察から，過去の実験で確認した断面修復部と改

善部の凍害環境下における耐久性の向上結果 12）に対し

て，より詳細に改善部の考察を行った。その結果，改質

材あるいは強化材によって脆弱部を改善することで，母

材コンクリートの耐凍害性を向上させることが可能であ

ることを確認した。一方，塗布量や改善比によって補修

個所の耐久性が影響を受けることも確認できた。以下に

その知見を示す。 

1) けい酸塩系の改質材は，脆弱部の改善が可能である

が側面塗布での改善効果が期待できる深さは 25mm

程度である。また，改質材の反応メカニズムによっ

て改善後の凍結融解作用に対する耐久性は異なり，

反応型は脆弱部の改善後も未反応分が新たな劣化

の改善が期待できるため，固化型よりも耐凍害性が

向上できる。 

2) エポキシ系の強化材は，脆弱部の改善が可能であり，

改善後の遮水効果も大きく耐凍害性の向上が期待

できる。側面塗布での強化材の浸透深さおよび改善

効果が期待できる深さは 15～25mm程度であり，強

化材の粘性によって深さが異なる。 

 

脆弱部を改質材および強化材によって改善すること

で劣化したコンクリートの耐久性向上が確認できたこと

を受け，今後，断面修復後の耐久性実験や実環境に近い

暴露試験などから補修後の長期的な耐久性およびライフ

サイクルコストの観点から評価を行う予定である。 
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